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 日米地位協定については、当協議会として、早急な改定を行うよう、繰り返

し求めてきました。 

 しかしながら、日米地位協定は、我が国を取り巻く安全保障環境や我が国

の社会経済環境の変化にも関わらず、60 年以上改定されていない状況にあり

ます。 

  その間、事件・事故、航空機騒音など基地から派生する様々な基地問題が

生じており、近年では、新型コロナウィルス感染症、PFOS 等の環境問題等が

発生しました。 

 これまで基地問題が発生する都度、日米両国政府は運用改善で対応してき

ましたが、問題の抜本的解決のためには、米軍の活動に国内法を適用するな

ど、地位協定改定が不可欠です。 

 石破総理大臣は日米同盟強化のためにも日米地位協定の改定が必要である

との考えであり、昨年 10 月以降、地位協定改定を含めた「アジアにおける安

全保障の在り方」について国内での検討が進められていると承知していま

す。検討を加速するとともに、早期に日米間での協議を開始するなど、改定

に向けた取組を進める必要があります。 

 当協議会は、日米安全保障体制の必要性は理解しており、これまで実施し

てきた要望事項は、在日米軍の駐留に伴う諸問題を解決し、より望ましい日

米安全保障体制を構築する上で重要なものであると考えます。 

我々地方公共団体の意見を聴取した上で、基地周辺住民の意向を踏まえ、

現状に即した日米地位協定の在り方を日米で連携し検討すべきです。 

 

 そこで、日米両国政府で連携し、次の措置を実施するよう強く求めます。 

 

１ 日米地位協定改定に向け、現在行われている国内での検討を加速するとと

もに、早期に日米間での協議を開始すること。 

 

２ 地位協定改定にあたっては、本協議会のこれまでの要望事項を踏まえ、米

軍の活動に国内法を適用するなど、基地が所在する地域の意向に沿ったもの

とすること。 

 

３ 特に、地位協定改定にあたっては、基地に関係する地方公共団体の意見を

聴取する機会を設けること。 


